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1奈 良大学防災調査の概要

1.1調 査回数 と調査対象

奈良大学防災調査団は震災後3週 問目の1995年2月9日 から被災地に入 り道路を塞 ぐ瓦礫の

分布状況、つまり交通不能箇所の現状 と倒壊 した家屋の撤去状況を調査したのが始まりであっ

た。この調査は、防災GIS活 動 として、政府の推進するGIS政 策の一一つの契機になったものでも

ある。

調査活動は、図1で 示 したとおり震災直後から10年以上に亘り継続して実施されてお り、2006

年4月 で35回実施 したことになる。2006年 以降は、年1回 の調査になるが、これはほとんどの

地域で更地の減少率が一・定状態になり、1年 毎でも大きな変化が見 られなくなったからである。

この調査は、地震から時間が経過するほどその調査問隔が長 くなっており、瓦礫の撤去 と新築

が急速に見 られた1995年2月 から7月 までの5回 の調査は1ヶ 月毎に実施しているが、その後、

1999年 までの6回 から22回の調査においては、3ヶ 月毎に調査 し、23回 の調査からは、6ヶ 月

毎に調査を実施している。2006年 以降は、1年 ごとに調査する計画である。

図1に よると、新築率が、更地率を上回った調査年 ・月には、地域別な差異が見 られる。最

も早いのは、神戸市東灘区と西宮市で1996年10月(第10回 調査)で ある。芦屋市がこれに続き、

1997年1月(第11回 調査)で あ り、西宮市 ・芦屋市 ・東灘区は、被災地域においては、最 も復

興が早い地域である。1997年10月(灘 区)、1998年1月(須 磨区)は 、上記の3地 域よりも1年

以上遅れている。その後、1999年7月 に中央区、兵庫区で更地率と新築率の逆転が見 られ、最

も復興が遅れたのが長田区で2000年10月(第24回 調査)で ある。新築率と更地率の逆転時期か

ら第1地 区(西 宮市 ・芦屋市 ・東灘区)、第2地 区(灘 区 ・須磨区)、第3地 区(中 央区 ・兵庫

区)、第4地 区(長 田区)に 分類され、それぞれ、第1地 区が震災後1年 目には逆転 している

のに対 し、第2地 区は、2年 目、第3地 区は、3年 目、第4地 区は、5年 目というずれが見ら
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<ト ー 一一一 一 西 宮 市 、 東 灘 区(10回)

<ト ー一 一 芦 屋 市(11回)

3ヶ月毎 ← 灘区(14回)

<トー 一一須磨区(15回)

ぐ一 一一 一 中央 区 ・兵 庫 区(21回)

← 長田区(24回)

図1防 災調査の実施年 ・月と新築率〉更地率に

なった調査年 ・月

地理学科1,2,3年 生 に参加 を呼 びか けてい る。

れる。

この震災地域における復興の東西地域差

は、1年 目から5年 目まで見られたが、

長田区での更地率と新築率の逆転現象が

見 られてか らは、復興の速度に見 られた

東西地域差はむしろ解消 し、 どの地域に

も一定比率(20%)の 更地が残存すると

いう傾向が見 られるようになったのであ

る。

調査地域は、図2に 示した範囲であり、

地震被害が激 しかった神戸市須磨区、長

田区、兵庫区、中央区、灘区、東灘区、

芦屋市、西宮市(山 間部は除 く)で 、そ

の地域を87区 画からなる調査地域に分割

し、各調査員が1棟 単位で現地調査する

悉皆調査である。調査対象は、阪神淡路

大震災で建物が倒壊 し瓦礫が撤去された

場所に建設される仮設や新築建物の状況

や更地の利用形態としての駐車場、更地

から道路などへの転用、空き地としての

更地など瓦礫が撤去された場所の震災後

の変化 を1棟単位毎に調査 した ものであ

る。図3は 、防災調査勧誘のチラシであ

る。碓井ゼ ミの学生が中心になり、主に

本調査の瓦礫撤去とは主に家屋の解体撤去を意味するが、地震により家屋が全壊 し瓦礫を撤

去 した場合 と行政的には半壊 と判定されたが、解体 ・撤去 した場合の2種 類のケースがある。

しかし、行政的には全壊 と判定されても家屋を解体することなく補修された場合は本調査には

入っていない。行政の損壊判定は、市町村ごとにその判定基準が異なるゆえに、本調査の瓦礫

撤去地点は、瓦礫 を撤去 しなければならないほど深刻な損壊をうけた家屋が対象 となってお り、

被害実態を客観的に示 しているといえる。

現地調査では、道路や建物枠を示したGISデ ータに調査地点(瓦 礫撤去箇所)を 記入 したも

のをGISで 出力 し利用した。ベースマップとして、国土地理院発行の数値地図2500(空 間デー

タ基盤)の 道路中心線と道路縁(街 区線)、 神戸市、芦屋市、西宮市から提供 された1/2500DM

の震災前の建物枠をGISソ フ トで重ね合わせて作成した。GISソ フ トは、調査の初期には日立中

央研究所と京都大学防災研究所の共同開発された災害管理空間情報システムであるGISソ フト
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図2調 査地域(87区 画)

のDiMSIS(DisasterManagementSpatial

InformationSystem)を 使用 した。DIMSISは パ ソコ

ンベースだが、当時の奈良大学情報処理セ ンター は

すべ てUNIXの ワ ー クス テーシ ョンで あったため、

米国ESRI社 ・パ ス コ社 か らARCINFOラ イセ ンス10

本 を震災対応時の ボランテ ィア支援 と して利用許可

を受 け、15ラ イセ ンスでGISデ ー タベー スを作 成 し

た。2001年 度 まではARCINFOとArcView、2002年

度 か らはArcGISを 使 用 して復興 データベースを作成

してい る。

1.2調 査資料と調査項目

調査時には、学生1人 に調査封筒が渡されるが、

その調査封筒の内容は、調査地図:ArcGISで 出力 し

た前回調査時の地図、調査用紙:調 査地図に記入さ

れた更地が変更 した場所に関する調査項 目の詳細を

記入したもの)、航空写真:

住宅地図:

繍騰 堰
1995年2月 から始まった、奈良大学防災調査団による現地調

査も今回の秋の調査で、20回 目を向えることとなりました。

現在でも我々が、GlSソ フトウェアを利用 して作成する大規

模GISデ ータベースは、兵庫県や神戸市に復興データベースと

して提供され、地域復興を支援 しているのです。

コンピューターを扱ったことのない学生諸君も、この活動に

対して何も心配する必要はありません。碓井ゼミスタッフが、

諸君 ら一人一人の担当者とな り、パソコンの基本操作、windows

のデータ入力の仕方などを付き添って、説明をいたします。

将来、技術系で就職を希望する人や、より社会に貢献した地

理学がや りたい人は、説明会を行いますので必ず足を運んで下

さ い。

日時11月5・6・7日 の

放 課後(16時30分 ～)

場所A130教 室

図3防 災調査ポスター

調査地図と同地点の航空写真(調 査地域によってない場合もある)、

調査地域に相当するゼ ンリンの住宅地図(調 査地域によってない場合 もある)で あ

る。調査地図には、瓦礫撤去場所の状態が以下のようなマーク(シ ンボル)で 示 されている。

一3一



総 合 研 究 所 所 報

■(大)は 、個人仮設(個 人で建てた仮設プレハブ、テント、コンテナ、震災直後は見られた

が、現在では減少)、 ■(小)は 更地、◆は駐車場、▲は行政仮設(行 政が建てた仮設住宅、

公共施設のみ)● は瓦礫撤去箇所ではなく公共用地(学 校、病院、役場、公民館、公営グラウ

ンドなど道路も含む)に 震災直後、仮設住宅やテントなどが建てられた場所で現在は、これら

はすべて撤去されているが、震災当時の状況が記録として残されている。★は新築である。

調査者は、表1に 示した調査資料を参考にしながら、各マークで表示されているポイントが

どのような状態かを調査し、摘要番号をつけて調査用紙へ記入する。ただし、更地の状態で変

化がない場合は調査用紙には未記入で摘要番号を振る必要はない。それ以外の場合は調査用紙

のマークから線をのばし、摘要番号を①から順番に振る。そ して調査用紙へその摘要番号を書

き、表1に 示した調査項目について詳細な情報を調査用紙に記入する。摘要番号(TEKIYOU)

については、調査時点では、便宜的に①から番号を振るが、入力時点では、前回の適用番号の

末尾番号から適用番号を振るので注意が必要である。つまり、表1のTEKIYOUは 、更地から

表1調 査項目

ID ブ イー ル ド名 内容 入力方法 選択項目

2 TEKIYOU 摘要番号 直接入力

3 SYURUI 種類 6種 から選択
20:個 人仮設32:更 地44:駐 車場

53:行 政仮設65:公 共用地86:新 築

5 SETAISUU 世帯数 直接入力

11 HYOUSATSU 表札 直接入力

12 GYOUSHU 建物業種分類 13種 類から選択
住宅 ・工場 ・商店 ・公共施設 ・駐車場 ・住宅商

店 ・住宅工場 ・工場商店 ・住宅工場商店 ・公

園 ・道路 ・不明 ・その他

13 KOUZOU 建物構造分類 7種 類から選択
木 造 ・鉄 筋 鉄 骨 ・プ レハ ブ ・テ ン ト ・コ ンテ

ナ ・不 明 ・そ の 他

14 KAISUU 建物階数 直接入力

15 KOUJIUMU 工事有無コー ド 4種 類から選択
0:工 事なし1:基 礎工事中2:建 築中

3:解 体中

16 BIKOU 備考 直接入力

17 SHIKICHIF 敷地変更コー ド 4種 から選択 0:変 更 な し1:統 合2:道 路3:不 明

18 SHIKICHIN 敷地変更内容 直接入力

SYURUI 業種 構造 階数 備考

20 個人仮設
住宅 ・住宅商店 ・住宅

工場 ・住宅工場商店

プ レハ ブ ・テ ン ト ・コ ン

テ ナ
1以 上

32 更地 空白 空白 0の み

44 駐車場 駐車場 空白 0の み
屋根なし

簡易エレベータ付の場合

駐車場 鉄筋鉄骨 ・その他 ・不明 1以 上 屋根つき、車庫など

53 行政仮設 住宅 ・公共施設
プ レハ ブ ・テ ン ト ・コ ン

テ ナ
1以 上

65 公共用地 公共施設 木造 ・鉄筋鉄骨 1以 上

公園 ・道路 空白 0以 上

86 新築 住宅 ・住宅商店 ・住宅

工場 ・住宅工場商店
木造 ・鉄筋鉄骨 1以 上
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新築などに変化 した地点について番号を振るもので、例えば、前回の摘要番号末尾が120の 場

合、調査時に記入 した調査用紙の①番は、入力時点で121番 になることを示 している。 しか し、

複数の調査ポイントが一つの大 きなビルなどになっていた場合は、そのビルに含まれる調査ポ

イントを一つの大 きな円で囲み、そこか ら引 き出した線に摘要番号を1つ 降 り、調査用紙へは

1つ のデータとして記入する。図4参 照。そして敷地変更コー ドを1と して、表1の 敷地変更

内容の欄に記入 した。つまり、すでに更地が新築に変化 し摘要番号が振 られているケースでこ

れらの新築が統合 されてマンションなどに変化 している場合は、元より振 られている摘要番号

は無視 し、新 しく振 り直す必要がある。そして、統合 された場合はどことどこが統合 されたの

かわかるように表1のSHIKICHINに 、統合されたもとのFID番 号を入力 し、統合前の状態が復

元可能なようにしている。このような場合は、土地区画整理事業などで、マンション建設以前

に短期間のみ新築(プ レハブなどの簡単な家屋が多い)さ れたケースが多い。 ここでは更地や

土地の統合等が変化 していった順序を知るために新旧の摘要番号で判断が可能にするため、旧

の摘要番号を残 しているのである。FID番 号 とは、ARCGISの オー トナンバー機能により自動

的にポイントに振 られたID番 号で調査地域ごとのポイントの個別番号とは別であ り、注意する

必要がある。

特に■(大)は(個 人仮設)、▲(行 政仮設)は 、今ではほとんど存在 していないが、前回

までの調査によるエラーの蓄積 と考えられる場合があるので特に注意 して調査 し、誤 りがある

場合は修正 した。

また、使用 している調査地図の地図データは震災前の古いもので、現在は区画整備が行われ

調査地点上が道路になっている場合 もあり、そのような整備事業地域に含まれる調査地域では、

航空写真を印刷 して調査の参考資料にした。さらに、表2に は、調査項 目への記入方法を示 し

た。

　乙尊

婁

(書き込み注意点)

複 数のポイ ン トが大 きな建物になっていた場合

は、地図上に建物を囲んで、同じ摘要番号を振 り、

同 じ属性をつけてください。

種類の65:公 共用地は公園、道路、学校用地に

なったときに適用 してください。

ポイン トの場所が道路になった場合は65:公 共

用地にして、業種を道路にし、SHIKITIFを

2に して、敷地内容に詳細を書いてください。

図4複 数の瓦礫箇所にマンションが建設されたり道路、公共施設になった場合の記入例
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表2調 査項目の記入方法

ID 内容 説明

2 摘要番号
調査ポイントが更地以外の何らかの建物だった場合に調査地図へ線を引き、番号を

1か ら順に振 ります。同時に調査用紙へ摘要番号を記入し、その調査ポイントの状

態を記入します。更地の場合は番号を割 り振 りません。

3 種類 他項目の調査内容からこの値を決定します。別紙資料を参考にして記入します。

5 世帯数

調査ポイントに当たる建物が保有する世帯数を記入するので、二世帯住宅と判断さ

れる場合は2、 マンションなどの場合はポス トの数から世帯数を調査してください。

工場 ・商店 ・工場商店 ・公共施設 ・駐車場 ・公園 ・道路 ・不明の場合は0に な りま

す。

11 表札
個人宅はその表札を調べ、マ ンション・アパー トなどはその名称、月極駐車場は駐

車場名を調べます。不明な場合は"不 明"と し、備考へ説明を記入 します。

12 建物業種分類

更地の場合は未記入にします。第二次、第三次産業の業種は商店、工場のいずれか

に当てはめます。公共施設は学校 ・病院 ・役場 ・公民館 ・公営グラウンドなどを指

します。不明 ・その他は備考欄に詳細な説明を記入します。駐車場のうち、たとえ

ば調査ポイントがマンションに付随する駐車場の場合はその調査ポイントはマンショ

ンとみなし、そのマンションの属性を記入します。

13 建物構造分類

更地の場合は未記入にします。駐車場 ・道路 ・公園はその他にします。震災後に恒

久的建物として建築 したと思われる場合は、木造 ・鉄筋鉄骨のいずれかにします。

プレハブ工法でたてられたものは"プ レハブ"で はなく、その構造を判断して木造 ・

鉄筋鉄骨いずれかに当てはめて ください。判断がつかない場合は"不 明"で かまい

ません。現在でも仮に設置された建物 と考えられる場合はプレハブ ・テント・コン

テナのいずれかにします。この分類でいうプレハブとはプレーフ(壁 にXの ような

筋違い)が あるものや、屋根が トタンであることから判断できるものを指します。

建物の構造については別紙資料のパ ターン分類を参考にして記述し、それでも判断

できない場合は備考欄に詳しく記述します。

14 建物階数

更地の場合は0階 になります。駐車場のうち、屋根のついていないものは0階 、屋

根付きの場合は1階 以上にし、回転エ レベーター式立体駐車場は階数を推定して記

入します。個人駐車場などにある簡易エレベーターは0階 とみなし、備考欄に説明

を記入します。その他建物は必ず1階 以上にな ります。

15 工事有無コード

調査ポイントで工事が行われていた場合に1以 上を記入します。基礎工事(基 礎に

コンクリー トを打った状態)は1、 それ以上工事が進んでいる場合は2、 建物を解

体する工事の場合は3を 記入します。工事が行われていない場合は0を 記入 します。

16 備考
調査項目のうち、不明な点を記述 します。また、記入項目に相当しない内容はでき

る限 り詳しく記述 します。仮設住宅のうち、行政が設置した仮設住宅の場合は備考

欄に"行 政仮設住宅"と 記入します。

17 敷地変更コード

隣 り合う複数の調査ポイントが一・つの建物 として建設されている場合は1、 調査ポ

イント上が道路になっている場合は2、 調査ポイントの敷地に前回からその他の何

らかの変化がある場合は3を 記入します調査ポイントの敷地に変更がない場合は0

を記入します。

18 敷地変更内容
敷地変更に関して具体的な説明を書きます。特に敷地変更コー ドを3(不 明)に し

た場合は詳しく記述します。

1.3雛 形データの作成

調査後のデータ入力のために雛形データが作成された。この雛形は、調査地図を出力するた

めに作成されたものであ り、調査後の入力作業にも使用される。この雛形は、碓井ゼ ミの学生

が作成 したものである。雛形データは、前回の調査データを元にして作成される。調査に必要

なデータは、①nOOOxxx35.shpと 表記される前回調査のデータ(ポ イント)で 調査区毎にす

べての瓦礫撤去場所を示したものである。○○○は調査区番号である。このポイント数は、瓦

礫撤去がピークを示した1年 半後からは変化がないはずである。なぜなら、この調査は、震災

直後に始まった全壊家屋の瓦礫撤去箇所 を調べたものであ り、全壊家屋の撤去がほぼ終了する
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碓井:阪 神淡路大震災の復旧・復興と奈良大学防災調査

1年 半ごろにピークに達 している。このときの数が、全壊 し瓦礫撤去 された場所の数である。

その後は、これらの場所にいつ、どのような建物が新築されたかを調査 しているので、原則、

ポイント数は、変化がないはずであるが、前述 したように複数の撤去箇所に大 きなマンション

などが建設された場合には、ポイン トがまとめ られた場合 もあり、その場合には、若干減少 し

ている。②番 目のデータは、tate-znOOOxxx.shpで 示される建物形状を示す ラインデータで

ある。建物は、ポリゴン(面)で あるが、データ容量が膨大になるため、建物形状を線画でし

めすラインデータにしてある。したがって建物形状ごとに面的な色塗 りをする場合には、建物

形状を示すラインからポリゴンを生成する処理を必要とする。 したがって、調査データとして

は、ラインデータであるが、色塗 りをする場合には、ポリゴン化 した建物データは別に生成 し

たものを利用する。また、この建物形状は、震災以前のものであ り、震災後のデータではない。

③sdb-znOOOxxx.shpで 示される道路(ラ イン)デ ータであり、SDBと は、国土地理院刊行の

空間データ基盤2500(神 戸市、芦屋市、西宮市第1版)か ら取得した街区界の道路データを意

味している。道路中心線ではないので、注意が必要である。④番目は、znOOOxxx.shpで 示

される図割 り(ポ リゴン)の データである。⑤番 目は、TE△ △△△△△・JPgで示されるオルソ

化 された航空写真(ラ スタ)画 像である。ただし、航空写真(ラ スタ)は 複数使用する場合も

あり、地域によってある場合 とない場合がある。

1.4調 査 デ ータのチ ェック

この調査 は、震災直後 に瓦礫撤去 され た場所 につ いて継続調査 を しているため、ポ イン トの

位置 は、動か さないこ とに注意 を払 って きた。 それは時系列調査 ゆえである。 そのため、調査

ご とに調査 ポイ ン トの位置 につれが生 じないようにチ ェ ックをす るこ とに した。 まず、 チェ ッ

クは、前 回調査 と今 回の調 査問でポ イン トの位置つ れが ないかを図5に 示 した ようにARCGIS

の 空 間検索 でチ ェ ック している。例 えば、34回 と35回 の デー タをARCGISの 空 間検索機能 を使

用 して、[空 間検索]に"nOO

鱒O
xxx34""と 正 確 に0致 す る"

"
nOOOxxx35"を 指 定 して位

置ずれをチェックするのである。

次 に調査項 目の組 み合わせであ

りえない組み合 わせに関 しては、

ARCGISの フ ィール ド演算機 能

を使 用 してチェ ック用 のプログ

ラム を組 み 自動 的 チ ェ ックを

行った。 このプログ ラムは、碓

井ゼ ミの掘 田樹 人が作成 した。

表3は 、チ ェック項 目を示 した 図5瓦 礫撤去場所の位置つれを空間検索機能

ものである。(○ ○と性格に一致する)と いう空間分析の事例
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表3チ ェック用プログラムにおける分類種別詳細

条件 式 フ ァイ ル(*.cal)に つ い て

1TEKIYOU

9
臼

り0

4

SYURUI-1

SYURUI-2

SYURUI-3

5SYURUI-4

6SYURUI5

7SYURUI6

8SYURUI6b

gYURUI7

10SETAISUUI

llETAISUU2

12GYOUSYU-1

13GYOUSYU2

14GYOUSYU-3

15GYOUSYU-4

16GYOUSYU-5

17GYOUSYU-6

18KOUZOU-1

19KOUZOU-2

20KAISUU

21KOUJIUMU-1

22KOUJIUMU-2

23

適 用番号が0で 種類=8665544420と なっているものに関して

LOOK=1と す る。

種類が86655320で 適用番号が0の ものに関してLOOKニ1と する。

種類が3244で 世帯数が0で ないものに関してLOOK=1と す る。

種類が32で 業種が 空白 でなく、工事有無が0な ものをLOOK=1と

す る。

種類が32で 構 造が 空白 でなく、工事有無が0な ものをLOOK=1と

す る。

種類が32で 階層が0で なく、工事有無が0な ものをLOOK=1と す

る。

種類が44で 業種が 駐車場 でないものに関してLOOK=1と する。

種類が20で 構造が 木造 鉄筋鉄骨 不明 その他 のものをLOOK=1と す

る。

種類が20で 階数が3階 以上 か0階 のものに関してLOOK=1と する。

種類が86で 階数が0階 のもの

種類が86で 、業種が 公共施設 不明 その他 駐車場 道路 のものは

LOOK=1

種類86で 構造が その他 不明 のものに関してLOOK=1と す る。

種類が65で 、業種が 公園 道路 公共施設 でないものに関してLOOK=

1と す る。

世帯数が0で 種類が324465の ものに関して

世帯数が0で 住宅 住宅商店 住宅工場 住宅工場商店 のもの

業種が 住宅 工場 商店 住宅商店 住宅工場 工場商店 住宅工場商店 で

構造が 空白

業種が 公共施設 公園 道路 で種類が65で ないもの

業種が 不明 空白 その他 で種類が32で ないもの

業種が 駐車場 で構造が 空白 その他 鉄筋鉄骨 以外のもの

業種が 駐車場 で構造が その他 空白 で階数が0以 外のもの

業種が 駐車場 で構造が 鉄筋鉄骨 で階数が0の もの

業種が 公園 道路 で種類が65以 外のもの

業種が 公園 道路 で構造が その他 空白 以外のもの

業種が 公園 道路 で階数が0以 外のもの

業種が 道路 で敷地変更コードが2で ないもの

構造が 木造 鉄筋鉄骨 で階数が0で 工事有無が0以 外のもの

構造が 木造 鉄筋鉄骨 で種類が86以 外 で工事有無が0以 外のもの

構造が プレハブ テント コンテナ で種類が20以 外 のもの

構造が プレハブ テント コンテナ で階数が0階 または3階 以上の

もの

階数が0で 種類が208653の もの

工事有無が123で 種類が32以 外 のもの

工事有無が2で 階数が0以 外のもの

敷地変更コー ドが2で 種類が65で ないもの

・



碓井:阪 神淡路大震災の復旧・復興と奈良大学防災調査

このデータベースは各調査毎にデータ入力 されていたものの、時系列で分析するには以下の

ようなデータの整備が必要であった。瓦礫撤去箇所が増加するにつれ、各調査毎にデータベー

スを作成 したが、このデータベースの主キーにあたる内部ID番 号は、データベース作成毎に連

番で自動生成されている。そのため、年度の異なるデータベースをこのID番 号で管理し、比較

することは不可能である。そこで、時系列データベースを統合する際に、各調査回毎の瓦礫撤

去箇所の位置座標(X、Y)を 測地座標値(第5系)と して取得 し、これらを結合 した統合位

置座標値を計算 してリレーショナルデータベースの主キーとした。つ まり、瓦礫撤去箇所の位

置情報を主キーとして時系列データベースを統合的に管理 し、ACCESSで 調査毎にデータの整

合性をチェックした。ARCINFOで は、空間と時間の関係は、紙地図の作成と同様に特定時間

のスナップショット形式である。最近のARCGISで は、ISO/TC211の 地理情報標準化に準拠 し

た空間属性 と時間属性のオブジェクト管理が可能なためこの問題は解決されているが、Arcinfo

およびArcviewの 段階では、時空間データベース作成には不向きなデータ構造を有 していた。

今後、オブジェクト管理が可能なジオデータベースに変換する予定であるが、今回は、時系列

データの整合性のチェックを集中的に実施 したにす ぎない。

また、調査回、調査地域ごとに属性項目が異なる場合や、建物の構造及び分類などで選択項

目以外の値を入力した場合などで不整合が生 じた場合は、整合性をチェックした。これ らは、

膨大なデータを処理してい く上でボランティア調査という制約か ら、各年度ごとに担当者間で

の引継 ぎの不備、データ入力における個人差などの原因によるものである。 しか し、このよう

なチェック体制が完成したのは、29回 目からであ り、それまでは、自動化による完全なチェッ

ク処理をしていなかったため、データの欠損やデータ重複も見られた。そこで、データ欠損値

が多 く見られる調査区を調べ、修復の作業を2005年 度に実施した。

皿 防災調査データからみた阪神淡路大震災の復旧 ・復興

2.1瓦 礫 撤去 業務 の特性 とGIS

大 都 市直下型地震 である兵庫県南部地震 は、1月17日 、 午前5時45分 におこった。死者が5500

人以 上 に達 しその被害 は甚大 な ものである。 米国 カリフォルニア州の ノース リッジ大地震に比

較 して地震直後 の 日本政府 の初動救援活動 がお くれ、人災 ともいえる多数の被害者 を出 して し

まった。地理情報 システム(GeographicInformationSystems,GISと 略 す)を 活用 した米国の

FEMAは 有 名であ り、 日本で もGISを 有 効 に利用 した地震直後の救急 ・救援活動 の必 要性(下

山 ・村 上 ・熊木,1995)や 地 震 被害 想定 システ ム(南 部 ・山崎 ・齋藤 ・加 藤 ・野竹 ・片 山,

1995)が 提 案 されてい る。(亀 田,1995)一 方 でGISは 、 地震後の復興事業 にも有力な ッール と

な りうる。(小 原,1995)今 回 の地震 では、2月 上旬 よ りGISを 被 災 自治体(神 戸市長田区)の

窓口に導 入 し、瓦礫 撤去業務 の支援活 動が実施 された。わが国 と して は じめての防災GIS活 動

が展開 されたのである。(Kameda,H.,Kakumoto,S.,Iwai,H.,Hayashi,H.,andUsui.T.,1995)こ れ

は、GIS学 会 防災分科会(主 査:亀 田弘行、副査:角 本繁)を 中心 とした もので、GIS学 会 関西
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支部(奈 良大学地理学科碓井研究室)が この活動を支えた。 また、同時に阪神 ・淡路大震災地

域のほぼ全域(10000分 の1地 形図17枚 の範域)に ついて、道路上の瓦礫による交通不能箇所や

瓦礫の撤去状況が2月9日 より3月 末まで2週 間毎に実施されたのである。(碓 井 ・亀田 ・角

本,1995)こ の活動は、4月 に奈良大学地理学科に結成された奈良大学防災調査団に引き継が

れ、現在(2006年)ま で調査が継続 されている。(碓井 ・實 ・酒井,1995)

窓口でのGISに よる瓦礫撤去業務支援

撤去申請を受け付けた物件について自治体はその家屋の所有者を確認し撤去を執行しなけれ

ばならない。家屋台帳との確認作業は、固定資産税管理システムがGISで システム化 されてお

れば、容易なことであるが、殆どの自治体で手作業による照合作業が行われた。また、この作

業において、地震直後の混乱状態では家屋撤去申請書の記入 ミスがあ り、これ も確認作業を遅

延させた大きな要因である。自治体の職員による電話での確認作業は被災者の疎開等で時間を

要 したのである。瓦礫の撤去状況と被災民の疎開とは関係が深い。長田区で実施された防災GIS

活動では、窓口でGISに よりこれらの確認作業を同時に行った点に特徴がある。膨大な撤去申

請書の処理に行政は日数を要 し、撤去作業が2月 か らす ぐに本格化 しなかった理由はこの点に

あるといえる。すべての自治体でGISが 導入され、家屋台帳システムが完成しておればこのよ

うな混乱は避けられたといえる。

撤去申請分布図と撤去業者へのエリア別撤去発注

被災自治体において撤去業者への発注は、申請書の受付順に実施されたため、これを請け負

う撤去業者は、分散 した撤去物件をばらばらに解体撤去 しなければならず解体 ・撤去作業の時

間的ロスは多大なものであった。全壊家屋が連担 していても申請書の受付番号が異なると同時

に撤去されない場合が多い。被災者にとっても隣家が撤去 されれば自家も撤去 されると信条的

に受けとめるため、行政への不満を高める要因にもなる。被災自治体の多くで撤去が一軒レベ

ルで分散 して非効率的に実施された理由はこの点にあるといえよう。 しか し長田区においては、

GISで 作成された撤去申請分布図をもとに撤去作業のエ リア別に業者に発注 したため、地理的

に面的な撤去が実施されたといえる。撤去作業が、面的に実施されれば、狭い道路端にある家

屋でも隣接家屋の撤去により撤去機械の進入路が確保され手作業による撤去作業をする必要は

ない。GISの 導入は、撤去業務を効率化する上で不可欠のものといえる。

2.2第1回 瓦礫撤去調査(2月9.10日)

2月 の第1回 調査では、瓦礫撤去数が少ない故に、京都大学防災研究所で開発されたDIMSIS

上に入力された国土地理院発行の 「数値地図10000」 に撤去箇所の位置を入力 している。この段

階では、建物1軒 レベルでの入力は事実上無理であ り、街区レベルで実施した。つまり、数値

地図には、建物形状のレイヤーがなく、建物1軒 レベルでの入力が不可能だからである。4月

以降の調査からゼンリンの電子住宅地図ベースでの入力作業が始まるが、2月 段階では実施し

ていない。 しかし、当時の瓦礫撤去はほとんどなされておらず、少数の街区に1カ 所ある程度

だった。
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震災直後の2月 段階において撤去が目立つ地域は、大阪市に近い西宮市、川西市、尼崎市の

地域で、自衛隊伊丹駐屯地に隣接 している伊丹市や宝塚市でも撤去が比較的早 く実施されてい

る。しかし、芦屋市、神戸市ではきわめて少ない。これは、JRが 不通であ り、神戸市西部の

長田区や須磨区においては大阪から遠 く、交通の不便さから撤去数は極端に少ない。その中で、

神戸市でも中央区等の都心地域では、銀行や大手会社の事業所が営業活動再開のために独自に

撤去作業を実施 したと考えられる。

2.3第2回 瓦礫撤去 ・建物調査(1995年4月16、17日 写真1)

第2回 瓦礫撤去 ・建物調査(4月16日 、17日)は 、ゼンリンの電子住宅地図をベースにデー

タを入力 した。使用 したソフトは、地名検索の容易なアップルカンパニーのRINZOで ある。電

子住宅地図では、1軒 の建物でも居住者が複数の表札をかかえて区分居住されている場合は、

建物に区切 り線が入っており、それぞれに居住者名が明記されている。従って、ゼンリンの電

子住宅地図を使用 した場合、撤去総数は、建物総数より多くなる。また、撤去に必要な解体 ・

撤去申請書は、建物所有者が役所に届け出るものである。マンションやテラスハウスなどの区

分所有者 も1軒 ずつ家屋解体 ・撤去申請書を出すため、役所で把握される申請書の数は、建物

棟数を正確にあらわす ものでもない。正確な建物撤去棟数を計算するには、2500分 の1の 国土

・基本図によらねばならないが、電子化された国土基本図は、神戸市、芦屋市、西宮市の3市 に

しかなく、他の地域では、紙地図しかない。また、それぞれの自治体で発行年次が異な り、か

なり古い地図もあり地震直後の建物をすべて表現 しているとは言い難い。従って、広域な調査

では・基図になる大縮尺の電子地図が必要であるが当時の日本の現状では、この点で不揃いで

あった。(碓井、1995)従 って。防災上も国土の空間データ整備事業が必要 とされる所以であ

る。(高坂、1995)GISを 利用する場合、拡大に耐えられるデータ精度が要求される。この地図

の建物界は、神戸市から借 りた2500分 の1の ディジタルマップデータ(DMと 略す)か ら建物

レイヤーをARC/INFOに インポー トしたものである。

避難所情報に関しては、各市の広報誌に掲載された被災民の疎開先をデータベース化 し、避

難所の位置については、ゼンリンの電子住宅地図をベースにゼ ンリンのZmap-coreソ フ トを使

用 してデータベース化 した。GISで 作成された災害データベースは、利用価値が高い。この種

の災害データベースは、GISを 利用することにより様々な分析が可能になるか らである。(碓

井 ・小長谷,1995)今 回は、RINZOに 入力 した瓦礫撤去場所の位置情報をDIMSISで 公共測量

座標の第VI系 に変換 し、位置参照された瓦礫撤去場所データをARC/INFOに インポー トして瓦

礫撤去の分布図を作成 した。

震災後、2ヶ 月程度はあまり、撤去は進まなかったが、3月 下旬より撤去数が増加 し、特に

長田区で急増 している。長田区で実施された撤去比率(55.7%)は 、東灘区(31.8%)よ りかな

り高い数値である。(碓 井 ・亀田 ・角本、1995)こ こに、京都大学防災研究所 と奈良大学碓井ゼ

ミが実施 した長田区での防災GIS活 動の影響がみられる。

この時期は、長田区でGISに よる撤去業務の効率化が進行し、面的で大規模な撤去が可能になっ

一11一



総 合 研 究 所 所 報

たからである。火災地域の面的撤去 と密集 した地域での撤去が長田区の特徴であるが、他地区

の2倍 近い数値は、GIS導 入効果を示 しているといえる。長田区におけるGISに よる瓦礫撤去支

援は、2月 下旬から3月 中旬にシステムが本格的に稼働 し4月 の調査時点では、その成果がで

ているといえよう。西宮市以東のデータ入力は、ゼンリンの電子住宅地図がないため、当初棟

レベルでのデータ入力が不可能であった。これらの地域については、地方 自治体のDMデ ータ

が不揃いのため、建設省建築研究所で作成 された2500分 の1被 災現況図の電子地図(GDS上

で稼働)に 入力 した。

2.4第5回 調査 ・3.震 災後6カ 月後の撤去状況(1955年7月)

震災後6カ 月になると撤去業務はすべての自治体で山場を過 ぎ急速に増加 している。撤去の

遅れていた東灘区、灘区等において顕著な撤去数の増大がみられる。長田区においても解体物

件として難しい地域を除き、撤去業務はほぼ終息している。5月 から7月 にかけては、家屋解

体 ・撤去申請書の行政的処理が完了し、実質的な撤去が進んだ時期である。解体家屋は、個人

の私有財産である故に、地方自治体における解体家屋 ・撤去申請書の受理と家屋台帳上での確

認作業が必要になる。これらの行政手続きが、自治体で滞り実質的な撤去作業が4月 以降になっ

たのである。長田区では、この処理にGISを 導入したため、他区より早 く撤去作業が進行 した

といえる。7月 時点で、未撤去の箇所の多 くは、これらの行政手続きの未処理な場所であ り、

家屋所有権の錯綜 した家屋や、法的に未登記の場所、申請書の未提出など様々な遅延理由が考

えられる。

奈良大学防災調査団では、各避難所について位置と避難者数に関するデータのGISへ の入力

を進めているが、これと同時に1995年7月 には、避難者数 と疎開者数に関する調査を実施した。

神戸市民生局より報告されている数字によって分析 を行ってみる。ここでいう避難者数とは避

難所での就寝者数のことであ り、市が報告する 「避難者数」(避難 所での弁当配食数)と は異

なる。当初より被災度が低 く避難所数 ・避難者数とも少なかった北区 ・西区は6月29日 時点ま

でにすべて避難所は閉所 された。垂水区でもほぼ閉所された。それ以外の区では避難所の数の

減少は鈍 く、特に東灘区はあまり減少せず、多数の避難所が残った。一方、避難者数では東灘

区の減少は激しく、それに対比すると長田区は減少が鈍 く多数の避難者が残った。仮設住宅建

設の進行状況や、避難者が避難所を脱出する経済的 ・社会的余力の有無といった地区別特性を

反映 しているものと思われる。

次に、避難状況として、避難所とは異なり被災地から離れて暮らす、いわゆる疎開者につい

て調査 した。ここでは、神戸市広報課による広報誌郵送先の個別データを利用した。この広報

誌は神戸市の震災に対する施策などを市民に周知させるためのタブロイド版のもので市民に無

償で配布されている。市外に転居(疎 開)し ている元住民にも、はがきで募った希望者には無

料で郵送サービスが行われているが、そのためのメーリングリス ト(1995年7月 現在)を 閲覧

させてもらった。1万 名近 くもの氏名 ・旧住所 ・新住所 ・住居種別 ・移転日付などが記載され

ているが、プライバシー保護のため氏名以外の部分を閲覧した。災害時の一時的転居の場合は
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住民票の異動届が出されない場合 も少なくないと考えられるが、このリス トは住民票とはリン

クしていないため、いずれ神戸市にもどる意志があるために広報誌で市に関する情報を求める

市民が多数登録されていると考えられ、疎開行動を把握するためには好適なデータであるとい

うことができる。以下ではこれを 「疎開者」 として述べる。ただし、はがきで申し込むという

行動をおこした市民にのみサ ンプルが限定される点は留意 しておかなければならない。また、

原則として1家 族で1件 の申し込みであるはずのところが重複申し込みが散見されるので、チェッ

クするようにしたが、その過程で1家 族が2～3箇 所に分かれて疎開するケースや病院への入

院と思われるケースも多数あ り、震災が家族の絆に大きな傷を与えたことが改めて実感される。

まず、旧住所を区別におよその人数をみてみると、多い区から東X3,000、 灘1,700、長田1,300、

須磨900、 兵庫500、 中央470、 垂水150、 北40、 西20と なる。同時期の区別の避難者数と比較す

ると、避難者が最 も多い長田で疎開者が比較的少なく、東灘は避難者数の割に疎開者数が非常

に大 きな数 となっている。市外へ住居を求めて疎開するのが近所の避難所へ応急避難するより

も大 きな経済負担を強いると仮定すれば、東灘区民は長田区民 よりも負担に耐える力がより大

きかったことを示す。旧住所の区別に疎開先での住居種類の割合をみると東灘区は借家に移っ

た者の比率が高 く、東灘区民に経済負担力の大 きな者が比較的多いことが示唆 されている。

さらに、人数の多い東灘 ・灘 ・長田の3区 について、広報誌送付先(疎 開先)の 地方別(近

県は府県別)の 集計を行った。移動現象の鉄則 として距離減衰関係があってこの数字だけでは

解釈がむずか しいので、1994年 の神戸市か らの住民基本台帳人口移動の転出先を比較データと

して用い、対全国構成比の比率を求めた。疎開先のこの数字が100な ら、神戸市住民基本台帳人

口移動と同じ比率での移動を示し、100を 超えると住基台帳移動よりも相対的に大 きな割合での

移動を、100未 満なら小さな割合での移動を示す。各区とも住基台帳移動に比 して近県への疎開

が卓越 している。市域の中では大阪側の東灘では大阪府への疎開が顕著であり、市域西部の長

田区では兵庫県内市町村(こ の表には現れないが、西側の明石市 ・加古川市 ・姫路市が多い)

への疎開が 目立つ。その他の県への疎開とまとめてみると、東灘区では東方向への疎開の傾向

が、長田区では西方向への傾向が特徴 としてとらえられる。個人の指向によるものと、市域中

央部での長期間にわたる交通障害が組合わさって生 じたものであるといえる。

2.5第11回 防災調査/瓦 礫撤去が全域でほぼ完了した時期(1997年7月)

阪神淡路大震災にて建物倒壊などによって発生 した瓦礫の撤去はいつごろに終了したのかを

市区町村ごとにみてみると、防災調査データによると瓦礫撤去総数は1997年1月 まで増加して

いるが、その後、減少をはじめる。防災調査は、瓦礫撤去の場所における新築などの復興状況

を調べているため、すべての調査地点は撤去で更地になった場所があれば増加する。しかし、

更地は、すでに新築などへ変化するため、調査地点数の合計が減少に変化した時点でほぼ撤去

が完了した年 とした。それは、震災 より2年 半後である。しかし、これは瓦礫撤去が完全に終

了した時期であり、概ね瓦礫撤去が全地域で終了したのは震災後1年 頃であ り、その後は、何

らかの理由で残存 した未瓦礫撤去場所が、ほそぼそと残存したといえる。
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地区町村別に瓦礫撤去総数を比較 してみると、まず各市区町村で最 も瓦礫撤去数が高 くなっ

ている1997年1月 では、神戸市須磨区は7980地 点、神戸市長田区で16199地 点、神戸市兵庫区で

10201地 点、神戸市中央区で6329地 点、神戸市灘区で12946地 点、神戸市東灘区で15633地 点、芦

屋市で6697地 点、西宮市で16859地 点である。その中で特に瓦礫撤去の進行が早い地区は、西宮

市 と神戸市長田区である。この2地 区は瓦礫撤去総数が ともに16000地 点以上と多いが、早 くか

ら瓦礫撤去が進んでいる。長田区は、瓦礫撤去地における新築の復興は遅いが、瓦礫撤去 とい

う復旧は、最 も早い。これは、すでに述べたように瓦礫撤去作業においてGISを 導入 していた

ためであるといえる。対照的に神戸市中央区や芦屋市は瓦礫撤去総数が他地区と比べても少な

いにもかかわらず瓦礫撤去の進度は遅いことが見 られる。

復旧作業である瓦礫撤去は国費で実施されたため、復興のように、経済的な差異が復旧速度

に影響を与えていない。 しか し、建物新築は公的な補助はあったとはいえ、原則私費で実施さ

れたため、長田区においては、瓦礫撤去の終了は早いが、新築の増加は一番遅いという傾向を

示 したのである。復興速度は、個人の経済力や土地所有状況(借 地が多 く、権利関係が複雑)

に強 く影響されていることがわかる。また、このころには、復興における新築率の長田区、 と

東灘区 ・芦屋市 ・西宮市との地域差が明瞭になってきたの も大 きな特徴である。

2.6第16回 調査/復 興に東西差が明瞭になってくる時期(1998年 写真2)

瓦礫撤去総数は、ピークになると原則的にはそのまま変化 しないはずである。なぜなら、防

災調査は、瓦礫撤去箇所に関 してその復興における土地利用の変化を調べているため、年度に

応 じて、減少することはおか しいといえる。これに関 しては、いくつかの理由が考えられる。

①防災調査の基図は震災前のゼンリンの住宅地図に従って調査しているために世帯数(棟 割数、

棟数ではない)を 基本にしている。このため、マニュアルが しっか り整備されていなかった初

期の調査では、瓦礫撤去地点が図4の ようにマンションなどが形成されると撤去地点を統合 し

ている場合 もある。そのために以前は調査地点が複数だったものが、調査地点の統合によって、

1地 点のみを残して他の地点を削除もしくは、全ての調査地点を削除 して新 しい代表地点を作

成 していることもある。これらの要因は倒壊 した長屋の建物後に、マンションなどの集合住宅

が建設されたからである。その為に世帯数から新たに建設された建物の棟数に変化 したものと

考えられる。また、重点復興地区においての道路や公園など区画の変更において減少 している

ものと考えられる。(中井,2005)

1998年10月 には、平均新築率が49.0%と なり町丁目の956が 平均を上回っている。市区町村別

にみると、西宮市の平均新築率を上回っている町丁 目は、90.5%で ある。芦屋市の平均新築率

を上回っている町丁 目は、80.0%で ある。神戸市東灘区の平均新築率を上回っている町丁 目は、

76.7%、 神戸市灘区は、55.2%、 神戸市中央区は、46.1%、 神戸市兵庫区、28.3%、 神戸市長田区、

31.4%、 神戸市須磨区、53.8%で ある。 まとめると、復興の順番は西宮市が最も高 く、長田区や

兵庫区が低 く、むしろ東西差が明確になってきている。
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2.7第28回 防災調査 ・新築率は全地域で50%を 超えるが東西差は明瞭

(2002年10月 写真3)

1999年10月 には、平均新築率が5&8%と なり東部の復興が早い地域においては、65%程 度の建

物が復興 している。震災から5年9ヶ 月後の2000年10月 の復興状況では、調査地域全体の新築

率は62.3%と なって きているが、神戸市長田区においては依然50%未 満の新築率を示している

地区がある。震災から6年9ヶ 月後の2001年10月 では、平均新築率が66.6%と なり町丁目の978

が平均を上回っている。復興速度の速い東部においては75%以 上の新築率を示 しているが、神

戸市の西部においては新築率を平均すると45-55%と なっている。震災から7年9ヶ 月後の2002

年10月 では、調査地域全体の新築率の6&4%が 建物復興を見せているが、長田区においては依

然 として新築率は約50%と なっている。震災から4年9ヶ 月後～7年9ヶ 月後 までは、全地域

で50%以 上の復興率を示すが、東西地域差は、まだ解消されていない。

2.8震 災から8年9ヶ 月後から現在まで

2003年10月 の復興状況では、調査地域全体の新築率が72.5%と 高 くなってきている。西宮市

では82.2%の 新築率が見 られ、また最 も建物復興が遅い神戸市長田区でも、約60%の 建物復興

を示 している。平均新築率を超えた町丁 目は西部においても30%を 上回っている。震災から9

年9ヶ 月後の2004年10月 では、調査地域全域においても79.4%の 新築率を示 している。特 に神

戸市長田区においては大幅に変化 していることが考えられる。震災から10年9ヵ 月後の2005年

10月の復興状況では、須磨区82.8%、 長田区75.2%、 兵庫区7&4%、 中央区75.3%、 灘区80.6%、

東灘区8α2%、 芦屋市86.9%、 西宮市8&4%と なっている。建物の新築率は年々増加 しているが、

未だ新築率90%に は至っておらず82.2%と なっている。

まとめると、復興率は1年 間に10%程 度の増加がみられ震災後10年3ヶ 月になると82.8%か

ら75.2%の 差はあるもののかなり復興は進んでいる。東西差はあるがその地域差は減少してい

るといえる

2.910年 間の復興のまとめ

震災後2年9ヶ 月めでは、西宮市、芦屋市、神戸市東灘区の新築増加率が顕著で神戸市須磨

区、神戸市灘区、神戸市中央区、神戸市長田区、神戸市兵庫区の順で新築率の増加率が小 さく、

東西の地域差の萌芽が見られる。次の震災3年9ヵ 月後では、全体の平均新築率が49%に 達 し、

更地率 と新築率 とが逆転 している。それぞれの市区町村では西宮市で90%、 芦屋市で80%、 神

戸市東灘区で77%の 町丁 目がこの平均新築率49%を 超えている。実際の新築率は各市区町村で、

西宮市で62%、 芦屋市で56%、 神戸市東灘区で57%で ある。しかしそれ以外の地域では、平均

新築率を超える町丁 目は神戸市灘区で54%、 神戸市中央区で46%、 神戸市長田区で31%、 神戸

市兵庫区28%で 実際の新築率は神戸市灘区が47%、 神戸市中央区が42%、 神戸市長田区が35%、

神戸市兵庫区が36%と これらの市区町村では新築率50%を 下回 り更地の方が新築よりも多い。

この段階で、東西差は拡大 している。その後この傾向が増加し、建物復興の東西差はより明瞭
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になる。

神戸市長田区の新築率が50%に 達 したのは震災か ら7年9ヶ 月後である。この2002年10月 の

各市区町村の新築率は、西宮市が77%、 芦屋市が79%、 神戸市東灘区が77%、 神戸市須磨区が

76%、 神戸市灘区63%、 神戸市兵庫区62%、 神戸市中央区58%、 神戸市長田区52%で ある。4

年間の問に神戸市灘区、神戸市須磨区と神戸市中央区、神戸市兵庫区、神戸市長田区の格差が

増加 している。

そ して震災後2005年10月 では、西宮市88%、 芦屋市87%、 神戸市東灘区86%、 神戸市須磨区

83%、 神戸市灘区81%、 神戸市中央区75%、 神戸市兵庫区74%、 神戸市長田区75%に なり、震

災後10年9ヶ 月で神戸市長田区で も新築率75%に 達 した。全域でかなりの復興が進捗 したとい

えるが、15%～20%は 依然更地である。残存 している更地の約半数は駐車場 として扱われてい

ることが全地域で見られお り、これ らの復興の遅れ となる取 り残された地域が存在 しているこ

とがわかる。(中 井,2005)

皿 まとめ

阪神 ・淡路大震災では、GISの 利用がクローズアップされた。長田区役所での防災GIS活 動に

よりGISの 有効活用が実践的に示され、今後の防災対策に強力なツールとして再認識されたと

いえる。時系列現地調査をおこなった奈良大学防災調査団の活動は、調査結果を災害データ

ベースとして社会に還元 し、今後の防災対策への貴重な資料を提供 した点で評価が高い。

奈良大学防災調査は、震災直後の2月 か ら2006年4月 で35回 になる。10年 以上にわたる調査

であるため、調査 ミスなどもあるが、何度かのチェックを行い修正 した。このデータは、阪神

淡路大震災の復旧、復興過程を分析で きる貴重なデータであるが、それだけでなく、この調査

を通 して、奈良大学学生は、GISの スキルを学び、プロジェクト研究における協同作業の体験

をしている。そ して、このことが、社会人に必要なグループ活動への協調性を養成 したのであ

る。
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